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(57)【要約】
【課題】有機マスクのパターンの形状バラツキ及び有機
マスクの縮小を抑制する方法を提供する。
【解決手段】一つの例示的実施形態において、基板を処
理する方法が提供される。基板は、パターニングされた
有機マスクを有する。方法は、プラズマ処理装置のチャ
ンバ内に基板が収容された状態で、チャンバ内で処理ガ
スからプラズマを生成する工程を含む。方法は、プラズ
マを生成する工程の実行中に、プラズマ処理装置の上部
電極に周期的にパルス状の負極性の直流電圧を印加する
工程を更に含む。パルス状の負極性の直流電圧を印加す
る工程は、プラズマからのイオンを上部電極に供給して
上部電極から放出されるシリコン含有物を基板上に堆積
させるために行われる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パターニングされた有機マスクを有する基板を処理する方法であって、
　プラズマ処理装置のチャンバ内に前記基板が収容された状態で、前記チャンバ内で処理
ガスからプラズマを生成する工程と、
　プラズマを生成する前記工程の実行中に、前記プラズマからのイオンを前記プラズマ処
理装置の上部電極に供給して該上部電極から放出されるシリコン含有物を前記基板上に堆
積させるために、前記上部電極に周期的にパルス状の負極性の直流電圧を印加する工程と
、
を含む方法。
【請求項２】
　前記処理ガスは、アルゴンガス、水素ガス、及び窒素ガスのうち少なくとも一つを含む
、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　一周期内で前記パルス状の負極性の直流電圧が印加される時間が占める割合であるデュ
ーティ比は、０．２以上、０．５以下である、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記パルス状の負極性の直流電圧が前記上部電極に印加される周期の逆数である周波数
は、４００ｋＨｚ以上、１ＭＨｚ以下である、請求項１～３の何れか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記パルス状の負極性の直流電圧の絶対値は、５００Ｖ以上、１２００Ｖ以下である、
請求項１～４の何れか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記基板は、膜を更に有し、前記有機マスクは、前記膜の上に設けられており、
　前記チャンバ内で別の処理ガスから生成されるプラズマを用いて、前記膜をエッチング
する工程を更に含む、
請求項１～５の何れか一項に記載の方法。
【請求項７】
　パターニングされた有機マスクを有する基板を、請求項１～５の何れか一項に記載の方
法により処理することを含む、デバイス製造方法。
【請求項８】
　チャンバと、
　前記チャンバ内に設けられた基板支持器と、
　前記チャンバ内でプラズマを生成するために高周波電力を発生する高周波電源と、
　前記基板支持器の上方に設けられた上部電極と、
　前記上部電極に接続された直流電源装置と、
　前記高周波電源及び前記直流電源装置を制御するように構成された制御部と、
を備え、
　前記制御部は、
　　前記チャンバ内で処理ガスからプラズマを生成するために高周波電力を供給するよう
、前記高周波電源を制御し、
　　前記チャンバ内で前記処理ガスから前記プラズマが生成されているときに、該プラズ
マからのイオンを前記上部電極に供給して該上部電極から放出されるシリコン含有物を前
記基板上に堆積させるために、前記上部電極に周期的にパルス状の負極性の直流電圧を印
加するよう、前記直流電源装置を制御する、
プラズマ処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示の例示的実施形態は、基板を処理する方法、デバイス製造方法、及びプラズマ処
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理装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子デバイスの製造においては、パターニングされた有機マスクを有する基板がプラズ
マを用いて処理されることがある。下記の特許文献１～３には、有機マスクを改質するた
めのプラズマ処理が記載されている。これら文献に記載されたプラズマ処理では、容量結
合型のプラズマ処理装置が用いられる。容量結合型のプラズマ処理装置は、チャンバ、基
板支持器、及び上部電極を備える。基板支持器は、チャンバ内に設けられている。上部電
極は、基板支持器の上方に設けられている。チャンバ内では処理ガスからプラズマが生成
される。そして、上部電極に負極性の直流電圧が印加される。その結果、プラズマからの
正イオンが上部電極に衝突して、二次電子及び／又はシリコンが上部電極から放出される
。放出された二次電子及び／又はシリコンは、有機マスクを改質する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－９８４５５号公報
【特許文献２】特開２０１４－９６４９９号公報
【特許文献３】特開２００６－２７００１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　有機マスクのプラズマ処理には、有機マスクのパターンの形状バラツキ及び有機マスク
の縮小を抑制することが求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一つの例示的実施形態において、基板を処理する方法が提供される。基板は、パターニ
ングされた有機マスクを有する。方法は、プラズマ処理装置のチャンバ内に基板が収容さ
れた状態で、チャンバ内で処理ガスからプラズマを生成する工程を含む。方法は、プラズ
マを生成する工程の実行中に、プラズマ処理装置の上部電極に周期的にパルス状の負極性
の直流電圧を印加する工程を更に含む。パルス状の負極性の直流電圧を印加する工程は、
プラズマからのイオンを上部電極に供給して上部電極から放出されるシリコン含有物を基
板上に堆積させるために行われる。
【発明の効果】
【０００６】
　一つの例示的実施形態によれば、有機マスクのプラズマ処理において、有機マスクのパ
ターンの形状バラツキ及び有機マスクの縮小を抑制することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一つの例示的実施形態に係る基板を処理する方法の流れ図である。
【図２】図２の（ａ）及び図２の（ｂ）は、一例の基板の部分拡大断面図である。
【図３】一つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。
【図４】図３に示すプラズマ処理装置の直流電源装置の構成の一例を示す図である。
【図５】一つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置における高周波電力及び直流電源
装置の出力電圧の一例を示すタイミングチャートである。
【図６】図６の（ａ）、図６の（ｂ）、図６の（ｃ）、及び図６の（ｄ）は、図１に示す
方法における各処理後の一例の基板の部分拡大断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、種々の例示的実施形態について説明する。
【０００９】
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　一つの例示的施形態において、基板を処理する方法が提供される。基板は、パターニン
グされた有機マスクを有する。方法は、プラズマ処理装置のチャンバ内に基板が収容され
た状態で、チャンバ内で処理ガスからプラズマを生成する工程を含む。方法は、プラズマ
を生成する工程の実行中に、プラズマ処理装置の上部電極に周期的にパルス状の負極性の
直流電圧を印加する工程を更に含む。パルス状の負極性の直流電圧を印加する工程は、プ
ラズマからのイオンを上部電極に供給して上部電極から放出されるシリコン含有物を基板
上に堆積させるために行われる。
【００１０】
　チャンバ内のプラズマから上部電極に衝突するイオンのエネルギーは、上部電極に印加
される電圧の周波数が低いほど、高くなる傾向がある。上記実施形態に係る方法では、チ
ャンバ内のプラズマから上部電極に衝突するイオンのエネルギーは、上部電極にパルス状
の負極性の直流電圧が印加される周期の逆数である周波数（以下、「パルス周波数」とい
う）に依存する。パルス周波数は、高周波電力の周波数よりも低い周波数に設定され得る
。したがって、上記実施形態に係る方法では、上部電極に高いエネルギーをもったイオン
を衝突させることができる。その結果、上部電極から比較的多量のシリコン含有物を放出
させて、基板に供給することができる。上記実施形態に係る方法によれば、比較的多量の
シリコン含有物を基板上に堆積することができるので、有機マスクのパターンの形状バラ
ツキ及び有機マスクの縮小を抑制ことが可能である。
【００１１】
　一つの例示的施形態において、処理ガスは、アルゴンガス、水素ガス、及び窒素ガスの
うち少なくとも一つを含んでいてもよい。
【００１２】
　一つの例示的施形態において、一周期内でパルス状の負極性の直流電圧が印加される時
間が占める割合であるデューティ比は、０．２以上、０．５以下であってもよい。
【００１３】
　一つの例示的施形態において、パルス状の負極性の直流電圧が上部電極に印加される周
期の逆数である周波数は、４００ｋＨｚ以上、１ＭＨｚ以下であってもよい。
【００１４】
　一つの例示的施形態において、パルス状の負極性の直流電圧の絶対値は、５００Ｖ以上
、１２００Ｖ以下であってもよい。
【００１５】
　一つの例示的施形態において、基板は、膜を更に有していてもよい。有機マスクは、膜
の上に設けられ得る。この実施形態において、方法は、チャンバ内で別の処理ガスから生
成されるプラズマを用いて、膜をエッチングする工程を更に含んでいてもよい。
【００１６】
　別の例示的施形態においては、デバイス製造方法が提供される。デバイス製造方法は、
パターニングされた有機マスクを有する基板を、上述した実施形態のうち何れかの方法に
より処理することを含む。
【００１７】
　別の例示的施形態においては、プラズマ処理装置が提供される。プラズマ処理装置は、
チャンバ、基板支持器、高周波電源、上部電極、直流電源装置、及び制御部を備える。基
板支持器は、チャンバ内に設けられている。高周波電源は、チャンバ内でプラズマを生成
するために高周波電力を発生するように構成されている。上部電極は、基板支持器の上方
に設けられている。直流電源装置は、上部電極に接続されている。制御部は、高周波電源
及び直流電源装置を制御するように構成されている。制御部は、チャンバ内で処理ガスか
らプラズマを生成するために高周波電力を供給するよう、高周波電源を制御する。制御部
は、チャンバ内で処理ガスからプラズマが生成されているときに、上部電極に周期的にパ
ルス状の負極性の直流電圧を印加するよう、直流電源装置を制御する。パルス状の負極性
の直流電圧は、プラズマからのイオンを上部電極に供給して上部電極から放出されるシリ
コン含有物を基板上に堆積させるために、上部電極に印加される。
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【００１８】
　以下、図面を参照して種々の例示的実施形態について詳細に説明する。なお、各図面に
おいて同一又は相当の部分に対しては同一の符号を附すこととする。
【００１９】
　図１は、一つの例示的実施形態に係る基板を処理する方法の流れ図である。図１に示す
方法（以下、「方法ＭＴ」という）は、有機マスクを有する基板を処理することを含む。
図２の（ａ）は、一例の基板の部分拡大断面図である。図２の（ａ）に示す基板Ｗは、有
機マスクＯＭを有する。一実施形態において、基板Ｗは、膜ＭＦ及び下地領域ＵＲを更に
有し得る。膜ＭＦは、下地領域ＵＲ上に設けられている。有機マスクＯＭは、膜ＭＦ上に
設けられている。有機マスクＯＭは、有機材料から形成されており、パターニングされて
いる。有機マスクＯＭのパターンは、膜ＭＦに転写されるパターンであり得る。有機マス
クＯＭは、例えば、フォトレジストマスクである。有機マスクＯＭは、例えばフォトリソ
グラフィ技術により形成され得る。
【００２０】
　膜ＭＦは、単層の膜であってもよい。或いは、膜ＭＦは、図２の（ｂ）に示すように多
層膜であってもよい。図２の（ｂ）に示す基板Ｗにおいて、膜ＭＦは、膜ＡＲＦ、膜ＯＦ
、及び膜ＯＸＦを含む。膜ＯＸＦは、下地領域ＵＲ上に設けられている。膜ＯＸＦは、例
えばシリコン酸化膜である。膜ＯＦは、膜ＯＸＦ上に設けられている。膜ＯＦは、例えば
有機膜である。膜ＡＲＦは、膜ＯＦ上に設けられている。膜ＡＲＦは、例えばシリコンを
含有する反射防止膜である。
【００２１】
　方法ＭＴは、工程ＳＴ１及び工程ＳＴ２を含む。方法ＭＴの工程ＳＴ１及び工程ＳＴ２
は、基板Ｗがプラズマ処理装置のチャンバ内に収容された状態で実行される。図３は、一
つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。図３に示すプラズ
マ処理装置１は、方法ＭＴの実行において用いられ得る。プラズマ処理装置１は、容量結
合型プラズマ処理装置である。
【００２２】
　プラズマ処理装置１は、チャンバ１０を備えている。チャンバ１０は、その中に内部空
間１０ｓを提供している。チャンバ１０は、チャンバ本体１２を含んでいる。チャンバ本
体１２は、略円筒形状を有している。内部空間１０ｓは、チャンバ本体１２の内側に提供
されている。チャンバ本体１２は、アルミニウムといった導体から形成されている。チャ
ンバ本体１２は、接地されている。チャンバ本体１２の内壁面には、耐腐食性を有する膜
が施されている。耐腐食性を有する膜は、酸化アルミニウム、酸化イットリウムといった
セラミックから形成された膜であり得る。
【００２３】
　チャンバ本体１２の側壁には、通路１２ｐが形成されている。基板Ｗは、内部空間１０
ｓとチャンバ１０の外部との間で搬送されるときに、通路１２ｐを通過する。通路１２ｐ
は、ゲートバルブ１２ｇにより開閉可能となっている。ゲートバルブ１２ｇは、チャンバ
本体１２の側壁に沿って設けられている。
【００２４】
　チャンバ本体１２の底部上には、支持部１３が設けられている。支持部１３は、絶縁材
料から形成されている。支持部１３は、略円筒形状を有している。支持部１３は、内部空
間１０ｓの中で、チャンバ本体１２の底部から上方に延在している。支持部１３は、基板
支持器１４を支持している。基板支持器１４は、チャンバ１０内、即ち内部空間１０ｓの
中で、基板Ｗを支持するように構成されている。
【００２５】
　基板支持器１４は、下部電極１８及び静電チャック２０を有している。下部電極１８及
び静電チャック２０は、チャンバ１０内に設けられている。基板支持器１４は、電極プレ
ート１６を更に有し得る。電極プレート１６は、例えばアルミニウムといった導体から形
成されており、略円盤形状を有している。下部電極１８は、電極プレート１６上に設けら
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れている。下部電極１８は、例えばアルミニウムといった導体から形成されており、略円
盤形状を有している。下部電極１８は、電極プレート１６に電気的に接続されている。
【００２６】
　静電チャック２０は、下部電極１８上に設けられている。静電チャック２０の上面の上
には、基板Ｗが載置される。静電チャック２０は、本体及び電極を有する。静電チャック
２０の本体は、誘電体から形成されている。静電チャック２０の電極は、膜状の電極であ
り、静電チャック２０の本体内に設けられている。静電チャック２０の電極は、スイッチ
２０ｓを介して直流電源２０ｐに接続されている。静電チャック２０の電極に直流電源２
０ｐからの電圧が印加されると、静電チャック２０と基板Ｗとの間で静電引力が発生する
。発生した静電引力により、基板Ｗは、静電チャック２０に引き付けられ、静電チャック
２０によって保持される。
【００２７】
　基板支持器１４上には、エッジリングＥＲが配置される。エッジリングＥＲは、限定さ
れるものではないが、シリコン、炭化シリコン、又は石英から形成され得る。チャンバ１
０内において基板Ｗの処理が行われるときには、基板Ｗは、静電チャック２０上、且つ、
エッジリングＥＲによって囲まれた領域内に、配置される。
【００２８】
　下部電極１８の内部には、流路１８ｆが設けられている。流路１８ｆには、チラーユニ
ット２２から配管２２ａを介して熱交換媒体（例えば冷媒）が供給される。チラーユニッ
ト２２は、チャンバ１０の外部に設けられている。流路１８ｆに供給された熱交換媒体は
、配管２２ｂを介してチラーユニット２２に戻される。プラズマ処理装置１では、静電チ
ャック２０上に載置された基板Ｗの温度が、熱交換媒体と下部電極１８との熱交換により
、調整される。
【００２９】
　プラズマ処理装置１は、ガス供給ライン２４を更に備え得る。ガス供給ライン２４は、
伝熱ガス（例えばＨｅガス）を、静電チャック２０の上面と基板Ｗの裏面との間に供給す
る。伝熱ガスは、伝熱ガス供給機構からガス供給ライン２４に供給される。
【００３０】
　プラズマ処理装置１は、上部電極３０を更に備えている。上部電極３０は、基板支持器
１４の上方に設けられている。上部電極３０は、部材３２を介して、チャンバ本体１２の
上部に支持されている。部材３２は、絶縁性を有する材料から形成されている。上部電極
３０と部材３２は、チャンバ本体１２の上部開口を閉じている。
【００３１】
　上部電極３０は、天板３４及び支持体３６を含み得る。天板３４の下面は、内部空間１
０ｓの側の下面であり、内部空間１０ｓを画成している。天板３４は、シリコン含有材料
から形成されている。天板３４は、例えばシリコン、炭化シリコン、又は酸化シリコンか
ら形成されている。天板３４には、複数のガス吐出孔３４ａが形成されている。複数のガ
ス吐出孔３４ａは、天板３４をその板厚方向に貫通している。
【００３２】
　支持体３６は、天板３４を着脱自在に支持する。支持体３６は、アルミニウムといった
導電性材料から形成される。支持体３６の内部には、ガス拡散室３６ａが設けられている
。支持体３６には、複数のガス孔３６ｂが形成されている。複数のガス孔３６ｂは、ガス
拡散室３６ａから下方に延びている。複数のガス孔３６ｂは、複数のガス吐出孔３４ａに
それぞれ連通している。支持体３６には、ガス導入口３６ｃが形成されている。ガス導入
口３６ｃは、ガス拡散室３６ａに接続している。ガス導入口３６ｃには、ガス供給管３８
が接続されている。
【００３３】
　ガス供給管３８には、バルブ群４１、流量制御器群４２、及びバルブ群４３を介して、
ガスソース群４０が接続されている。ガスソース群４０、バルブ群４１、流量制御器群４
２、及びバルブ群４３は、ガス供給部ＧＳを構成している。ガスソース群４０は、複数の
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ガスソースを含んでいる。バルブ群４１及びバルブ群４３の各々は、複数の開閉バルブを
含んでいる。流量制御器群４２は、複数の流量制御器を含んでいる。流量制御器群４２の
複数の流量制御器の各々は、マスフローコントローラ又は圧力制御式の流量制御器である
。ガスソース群４０の複数のガスソースの各々は、バルブ群４１の対応の開閉バルブ、流
量制御器群４２の対応の流量制御器、及びバルブ群４３の対応の開閉バルブを介して、ガ
ス供給管３８に接続されている。
【００３４】
　プラズマ処理装置１では、チャンバ本体１２の内壁面に沿って、シールド４６が着脱自
在に設けられている。シールド４６は、支持部１３の外周にも設けられている。シールド
４６は、チャンバ本体１２にプラズマ処理の副生物が付着することを防止する。シールド
４６は、接地されている。シールド４６は、例えば、アルミニウムから形成された部材の
表面に耐腐食性を有する膜を形成することにより構成される。耐腐食性を有する膜は、酸
化イットリウムといったセラミックから形成された膜であり得る。なお、一実施形態にお
いて、シールド４６は、チャンバ１０の側壁が有する内壁面１０ｗを提供している。内壁
面１０ｗは、第１の領域１０ａ及び第２の領域１０ｂを含んでいる。第１の領域１０ａは
、内部空間１０ｓの側方で延在している。第２の領域１０ｂは、内部空間１０ｓの上方且
つ上部電極３０の側方で延在している。第１の領域１０ａ及び第２の領域１０ｂは、シー
ルド４６ではなく、他の一つ以上の部材、例えば、チャンバ本体１２によって提供されて
いてもよい。
【００３５】
　支持部１３とチャンバ本体１２の側壁との間には、バッフルプレート４８が設けられて
いる。バッフルプレート４８は、例えば、アルミニウムから形成された部材の表面に耐腐
食性を有する膜を形成することにより構成される。耐腐食性を有する膜は、酸化イットリ
ウムといったセラミックから形成された膜であり得る。バッフルプレート４８には、複数
の貫通孔が形成されている。バッフルプレート４８の下方、且つ、チャンバ本体１２の底
部には、排気口１２ｅが設けられている。排気口１２ｅには、排気管５２を介して排気装
置５０が接続されている。排気装置５０は、圧力調整弁及びターボ分子ポンプといった真
空ポンプを有している。
【００３６】
　プラズマ処理装置１は、第１の高周波電源６２及び第２の高周波電源６４を更に備えて
いる。第１の高周波電源６２は、第１の高周波電力を発生する電源である。第１の高周波
電力は、一例では、プラズマの生成に適した周波数を有する。第１の高周波電力の周波数
は、例えば２７ＭＨｚ～１００ＭＨｚの範囲内の周波数である。第１の高周波電源６２は
、整合器６６を介して上部電極３０に接続されている。整合器６６は、第１の高周波電源
６２の出力インピーダンスと負荷側（上部電極３０側）のインピーダンスを整合させるた
めの回路を有している。なお、第１の高周波電源６２は、整合器６６及び電極プレート１
６を介して、下部電極１８に接続されていてもよい。
【００３７】
　第２の高周波電源６４は、第２の高周波電力を発生する電源である。第２の高周波電力
は、第１の高周波電力の周波数よりも低い周波数を有する。第２の高周波電力は、基板Ｗ
にイオンを引き込むためのバイアス用の高周波電力として用いられ得る。第２の高周波電
力の周波数は、例えば４００ｋＨｚ～４０ＭＨｚの範囲内の周波数である。第２の高周波
電源６４は、整合器６８及び電極プレート１６を介して下部電極１８に接続されている。
整合器６８は、第２の高周波電源６４の出力インピーダンスと負荷側（下部電極１８側）
のインピーダンスを整合させるための回路を有している。
【００３８】
　プラズマ処理装置１は、直流電源装置７０を更に備えている。直流電源装置７０は、上
部電極３０に電気的に接続されている。直流電源装置７０は、パルス状の負極性の直流電
圧を周期的に発生するように構成されている。図４は、図３に示すプラズマ処理装置の直
流電源装置の構成の一例を示す図である。図５は、一つの例示的実施形態に係るプラズマ
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処理装置における高周波電力及び直流電源装置の出力電圧の一例を示すタイミングチャー
トである。図４において、横軸は時間を示している。図４において縦軸は、高周波電力（
第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力）の供給及び直流電源装置７０の出力電圧
を示している。図４において、高周波電力が高レベルであることは、高周波電力が供給さ
れていることを表している。図４において、高周波電力が低レベルであることは、高周波
電力が供給されていないことを表している。以下、図３と共に、図４及び図５を参照する
。
【００３９】
　一実施形態において、直流電源装置７０は、可変直流電源７０ａ及びスイッチングデバ
イス７０ｂを有する。可変直流電源７０ａは、負極性の直流電圧を発生するように構成さ
れている。可変直流電源７０ａが出力する負極性の直流電圧のレベルは、後述する制御部
８０によって制御され得る。スイッチングデバイス７０ｂは、その導通状態の切り替えに
より、可変直流電源７０ａと上部電極３０との間の接続及び遮断を切り替える。スイッチ
ングデバイス７０ｂの導通状態の切り替えは、制御部８０によって制御されてもよい。
【００４０】
　パルス状の負極性の直流電圧を周期的に出力するために、直流電源装置７０の出力電圧
は、周期ＰＴにおける第１の期間Ｐ１では、負極性の直流電圧である。一実施形態におい
ては、周期ＰＴ内の第１の期間Ｐ１では、可変直流電源７０ａと上部電極３０を互いに接
続するように、スイッチングデバイス７０ｂの導通状態が切り替わる。直流電源装置７０
の出力電圧は、周期ＰＴにおける残りの第２の期間Ｐ２では、ゼロボルトである。一実施
形態においては、周期ＰＴ内の第２の期間Ｐ２では、可変直流電源７０ａと上部電極３０
との間の接続を遮断するよう、スイッチングデバイス７０ｂの導通状態が切り替わる。
【００４１】
　一実施形態において、周期ＰＴにおいて第１の期間Ｐ１が占める割合、即ちデューティ
比（小数表現のデューティー比）は、０．２以上、０．５以下である。なお、デューティ
比は、周期ＰＴ内でパルス状の負極性の直流電圧が直流電源装置７０から上部電極３０に
印加される時間が占める割合である。
【００４２】
　一実施形態において、周期ＰＴの逆数である周波数ｆは、４００ｋＨｚ以上であり得る
。一実施形態において、周波数ｆは、１ＭＨｚ以下であり得る。周波数ｆが１ＭＨｚ以下
である場合には、チャンバ１０内でのラジカルの生成に対するイオンの挙動の独立性御性
が高くなる。
【００４３】
　一実施形態では、第１の期間Ｐ１において直流電源装置７０から上部電極３０に印加さ
れるパルス状の負極性の直流電圧の絶対値は、５００Ｖ以上、１２００Ｖ以下である。
【００４４】
　プラズマ処理装置１は、制御部８０を更に備えている。制御部８０は、プロセッサ、メ
モリといった記憶部、入力装置、表示装置、信号の入出力インターフェイス等を備えるコ
ンピュータであり得る。制御部８０は、プラズマ処理装置１の各部を制御する。制御部８
０では、オペレータが、プラズマ処理装置１を管理するためにコマンドの入力操作等を入
力装置を用いて行うことができる。また、制御部８０では、表示装置により、プラズマ処
理装置１の可視化された稼働状況を表示することができる。さらに、制御部８０の記憶部
には、制御プログラム及びレシピデータが格納されている。制御プログラムは、プラズマ
処理装置１で各種処理を実行するために、制御部８０のプロセッサによって実行される。
制御部８０のプロセッサが、制御プログラムを実行し、レシピデータに従ってプラズマ処
理装置１の各部を制御することにより、方法ＭＴがプラズマ処理装置１で実行される。
【００４５】
　以下、図１を再び参照して、それがプラズマ処理装置１を用いて実行される場合を例と
して、方法ＭＴについて説明する。また、制御部８０によるプラズマ処理装置１の各部の
制御についても説明する。以下の説明では、図６の（ａ）、図６の（ｂ）、図６の（ｃ）
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、及び図６の（ｄ）を参照する。図６の（ａ）、図６の（ｂ）、図６の（ｃ）、及び図６
の（ｄ）は、図１に示す方法における各処理後の一例の基板の部分拡大断面図である。
【００４６】
　方法ＭＴでは、まず、工程ＳＴ１が実行される。工程ＳＴ１では、基板Ｗがチャンバ１
０内に収容された状態で実行される。基板Ｗは、チャンバ１０内で基板支持器１４上に載
置され、静電チャック２０によって保持される。工程ＳＴ１では、チャンバ１０内で、処
理ガスのプラズマが生成される。処理ガスは、ガス供給部ＧＳから供給される。一実施形
態において、処理ガスは、アルゴンガス、水素ガス（Ｈ２ガス）、及び窒素ガス（Ｎ２ガ
ス）のうち少なくとも一つを含む。一例において、処理ガスは、アルゴンガスと水素ガス
の混合ガスである。工程ＳＴ１では、チャンバ１０内で処理ガスからプラズマを生成する
ために、第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力が供給される。
【００４７】
　工程ＳＴ１の実行のために、制御部８０は、処理ガスをチャンバ１０内に供給するよう
にガス供給部ＧＳを制御する。工程ＳＴ１の実行のために、制御部８０は、チャンバ１０
内の圧力を指定された圧力に設定するように排気装置５０を制御する。工程ＳＴ１の実行
のために、制御部８０は、第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力を供給するよう
に、第１の高周波電源６２及び／又は第２の高周波電源６４を制御する。
【００４８】
　工程ＳＴ２は、工程ＳＴ１の実行中に実行される。即ち、工程ＳＴ２は、工程ＳＴ１に
おいてチャンバ１０内で処理ガスからプラズマが生成されているときに、実行される。工
程ＳＴ２は、チャンバ１０内のプラズマからのイオンを上部電極３０に供給して上部電極
３０から放出されるシリコン含有物を基板Ｗ上に堆積させるために実行される。工程ＳＴ
２では、直流電源装置７０から上部電極３０に周期的にパルス状の負極性の直流電圧が印
加される。工程ＳＴ２の実行のために、制御部８０は、上部電極３０に周期的にパルス状
の負極性の直流電圧を印加するよう、直流電源装置７０を制御する。
【００４９】
　一実施形態において、周期ＰＴ内でパルス状の負極性の直流電圧が直流電源装置７０か
ら上部電極３０に印加される時間が占める割合、即ち上述のデューティ比は、０．２以上
、０．５以下である。
【００５０】
　一実施形態において、周期ＰＴの逆数である周波数ｆは、４００ｋＨｚ以上であり得る
。一実施形態において、周波数ｆは、１ＭＨｚ以下であり得る。周波数ｆが１ＭＨｚ以下
である場合には、チャンバ１０内でのラジカルの生成に対するイオンの挙動の独立性御性
が高くなる。
【００５１】
　一実施形態では、第１の期間Ｐ１において直流電源装置７０から上部電極３０に印加さ
れるパルス状の負極性の直流電圧の絶対値は、５００Ｖ以上、１２００Ｖ以下である。
【００５２】
　工程ＳＴ２では、チャンバ１０内のプラズマから正イオンが上部電極３０に引き付けら
れて上部電極３０の天板３４に衝突する。その結果、上部電極３０の天板３４から、二次
電子及びシリコン含有物が放出される。放出された二次電子及びシリコン含有物は、基板
Ｗに供給される。基板Ｗの有機マスクＯＭは、二次電子によって改質され得る。また、放
出されたシリコン含有物は、図６の（ａ）に示すように、基板Ｗの有機マスクＯＭ上に堆
積して、膜ＤＰを形成する。
【００５３】
　チャンバ１０内のプラズマから上部電極３０に衝突するイオンのエネルギーは、上部電
極３０に印加される電圧の周波数が低いほど、高くなる傾向がある。方法ＭＴでは、チャ
ンバ１０内のプラズマから上部電極３０に衝突するイオンのエネルギーは、上部電極３０
にパルス状の負極性の直流電圧が印加される周期ＰＴの逆数である周波数ｆに依存する。
周波数ｆは、高周波電力の周波数よりも低い周波数に設定され得る。したがって、方法Ｍ
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Ｔでは、上部電極３０に高いエネルギーをもったイオンを衝突させることができる。その
結果、上部電極３０から比較的多量のシリコン含有物を放出させて、基板Ｗに供給するこ
とができる。方法ＭＴによれば、比較的多量のシリコン含有物を基板Ｗ上に堆積すること
ができるので、有機マスクＯＭのパターンの形状バラツキ及び有機マスクＯＭの縮小を抑
制ことが可能である。なお、有機マスクＯＭのパターンの形状バラツキは、例えば、ＬＷ
Ｒ（Ｌｉｇｈ　Ｗｉｄｔｈ　Ｒｏｕｇｈｎｅｓｓ）により評価され得る。
【００５４】
　一実施形態において、方法ＭＴは工程ＳＴ３を更に含んでいてもよい。工程ＳＴ３では
、膜ＭＦがエッチングされる。膜ＭＦは、プラズマ処理装置１を用いてエッチングされて
もよい。或いは、膜ＭＦは、別のプラズマ処理装置を用いてエッチングされてもよい。以
下、図２の（ｂ）に示した膜ＭＦがプラズマ処理装置１を用いてエッチングされる場合を
例として、工程ＳＴ３について説明する。
【００５５】
　まず、膜ＡＲＦのプラズマエッチングのために、別の処理ガスのプラズマがチャンバ１
０内で生成される。膜ＡＲＦがシリコンを含有する反射防止膜である場合には、膜ＡＲＦ
のプラズマエッチング用の処理ガスは、フルオロカーボンガスといったフッ素含有ガスを
含み得る。膜ＡＲＦのプラズマエッチングのために、制御部８０は、処理ガスをチャンバ
１０内に供給するようにガス供給部ＧＳを制御する。膜ＡＲＦのプラズマエッチングのた
めに、制御部８０は、チャンバ１０内の圧力を指定された圧力に設定するように排気装置
５０を制御する。膜ＡＲＦのプラズマエッチングのために、制御部８０は、第１の高周波
電力及び／又は第２の高周波電力を供給するように、第１の高周波電源６２及び／又は第
２の高周波電源６４を制御する。膜ＡＲＦのプラズマエッチングの結果、図６の（ｂ）に
示すように、膜ＤＰによりその幅が調整された有機マスクＯＭのパターンが、膜ＡＲＦに
転写される。
【００５６】
　次いで、膜ＯＦのプラズマエッチングのために、更に別の処理ガスのプラズマがチャン
バ１０内で生成される。膜ＯＦが有機膜である場合には、膜ＯＦのプラズマエッチング用
の処理ガスは、水素ガス及び窒素ガスを含み得る。或いは、膜ＯＦのプラズマエッチング
用の処理ガスは、酸素含有ガスを含み得る。膜ＯＦのプラズマエッチングのために、制御
部８０は、処理ガスをチャンバ１０内に供給するようにガス供給部ＧＳを制御する。膜Ｏ
Ｆのプラズマエッチングのために、制御部８０は、チャンバ１０内の圧力を指定された圧
力に設定するように排気装置５０を制御する。膜ＯＦのプラズマエッチングのために、制
御部８０は、第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力を供給するように、第１の高
周波電源６２及び／又は第２の高周波電源６４を制御する。膜ＯＦのプラズマエッチング
の結果、図６の（ｃ）に示すように、膜ＡＲＦのパターンが、膜ＯＦに転写される。
【００５７】
　次いで、膜ＯＸＦのプラズマエッチングのために、更に別の処理ガスのプラズマがチャ
ンバ１０内で生成される。膜ＯＸＦがシリコン酸化膜である場合には、膜ＯＸＦのプラズ
マエッチング用の処理ガスは、フルオロカーボンガスを含み得る。膜ＯＸＦのプラズマエ
ッチングのために、制御部８０は、処理ガスをチャンバ１０内に供給するようにガス供給
部ＧＳを制御する。膜ＯＸＦのプラズマエッチングのために、制御部８０は、チャンバ１
０内の圧力を指定された圧力に設定するように排気装置５０を制御する。膜ＯＸＦのプラ
ズマエッチングのために、制御部８０は、第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力
を供給するように、第１の高周波電源６２及び／又は第２の高周波電源６４を制御する。
膜ＯＸＦのプラズマエッチングの結果、図６の（ｄ）に示すように、膜ＯＦのパターンが
、膜ＯＸＦに転写される。
【００５８】
　以上、種々の例示的実施形態について説明してきたが、上述した例示的実施形態に限定
されることなく、様々な省略、置換、及び変更がなされてもよい。また、異なる実施形態
における要素を組み合わせて他の実施形態を形成することが可能である。
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【００５９】
　以下、方法ＭＴの評価のために行った第１の実験及び第２の実験について説明する。第
１の実験及び第２の実験では、図２の（ｂ）に示した基板Ｗと同じ構造のサンプル基板を
準備した。サンプル基板において、有機マスクＯＭはフォトレジストマスクであった。サ
ンプル基板において、膜ＡＲＦはシリコンを含有する反射防止膜であった。サンプル基板
において、膜ＯＦは有機膜であった。サンプル基板において、膜ＯＸＦはシリコン酸化膜
であった。サンプル基板の有機マスクＯＭは、ラインアンドスペースパターンを有してい
た。サンプル基板の有機マスクＯＭにおいて、ラインの幅の平均値は４１．８ｎｍであり
、ラインのＬＷＲは３．３ｎｍであった。第１の実験では、方法ＭＴの工程ＳＴ１及び工
程ＳＴ２をプラズマ処理装置１を用いてサンプル基板に適用した。第１の実験の工程ＳＴ
２では、上部電極３０に印加したパルス状の負極性の直流電圧の絶対値は－９００Ｖであ
り、当該パルス状の負極性の直流電圧の周波数ｆは４００ｋＨｚであり、当該パルス状の
負極性の直流電圧のデューティ比は０．５であった。以下に、第１の実験における工程Ｓ
Ｔ１及び工程ＳＴ２の条件を示す。
【００６０】
＜第１の実験における工程ＳＴ１及び工程ＳＴ２の条件＞
　　処理時間：１０秒
　　チャンバ１０内の圧力：１００ｍＴｏｒｒ（１３．３３Ｐａ）
　　第１の高周波電力：６０ＭＨｚ、３００Ｗ
　　第２の高周波電力：０Ｗ
　　処理ガス：１０ｓｃｃｍのＨ２ガス及び８００ｓｃｃｍのＡｒガス
【００６１】
　第２の実験では、プラズマ処理装置１を用いて第１の実験と同じ条件で処理ガスのプラ
ズマを生成し、上部電極３０に－９００Ｖの直流電圧を連続的に印加して、サンプル基板
を処理した。
【００６２】
　第１の実験及び第２の実験の各々では、その上に堆積したシリコン含有物によってその
形状が調整された有機マスクＯＭのラインの幅の平均値及びＬＷＲを求めた。第１の実験
では、ラインの幅の平均値は４１．８ｎｍであり、ＬＷＲは２．８ｎｍであった。第２の
実験では、ラインの幅の平均値は４０．６ｎｍであり、ＬＷＲは２．７ｎｍであった。第
１の実験及び第２の実験の双方において処理後のＬＷＲは、処理前のサンプル基板のＬＷ
Ｒよりも小さくなっていた。また、第２の実験では処理後のラインの幅の平均値が処理前
のラインの幅の平均値から減少していたが、第１の実験では処理後のラインの幅の平均値
は処理前のラインの幅の平均値と同じであった。よって、方法ＭＴによれば、有機マスク
のパターンの形状バラツキ及び有機マスクの縮小を抑制することが可能となることが確認
された。
【００６３】
　以上の説明から、本開示の種々の実施形態は、説明の目的で本明細書で説明されており
、本開示の範囲及び主旨から逸脱することなく種々の変更をなし得ることが、理解される
であろう。したがって、本明細書に開示した種々の実施形態は限定することを意図してお
らず、真の範囲と主旨は、添付の特許請求の範囲によって示される。
【符号の説明】
【００６４】
　１…プラズマ処理装置、１０…チャンバ、３０…上部電極、７０…直流電源装置、Ｗ…
基板、ＯＭ…有機マスク。
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